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「ヨー ロ ッパ に お け る法 の統 一 』(1)
(RechtseinheitftirEuropa:Festgabef廿rKonradZweigert
zum70.Geburtstag,dargebrachtvonseinenMitarbeitem,
RabelsZeitschrift45Jahrgang1981Heft1-2)
小樽商科大学 ヨーロッパ法研究会
は じ め に
1968年 に出版 された比較法の入門書1)に おいて,そ の著者は,「 法と くに私
法の国際的統一は長 らく世界の比較法学者の夢であ り,ま た現にその究極の目
標である」 と述べ,さ らに 「統一法の問題は今日の比較法学者にとり最大の課
題である」にもかかわ らず,「 わが国では,従 来この問題についてきわめて無関
心であ り,世 界の大勢か らとり残されている」 と指摘 していた。ついで,地 域
的な法の統一運動の一つとして,EECの 発展に伴 うヨーロッパ法の形成に言
及 していた。そこで言及されたヨーロッパ法とは,キ リス ト教的文化的伝統 と
ローマ法的法的伝統を共有する西 ヨーロッパ諸国において,EECの 成立に促
されて形成されつつある新 しい法形式を指 していた。また,1973年 には,コ モ
ソ ・ローの伝統を有するイギリスがECの メソバーとして加わ り,法 の績一
のテーマにとっても興味のある大陸法 とコモン ・ローの混合の問題を生みだす
にいたった。五十嵐教授のさきの指摘に前後して,わ が国でもEC法 の研究
の」つとしてヨーロッパ法の研究が自覚的に追求され るようになった ことは周
知の事実である。 しか し,今 日までのところ,そ の研究の対象は,い くつかの
例外を除いて,EC組 織法 またはEC裁 判所における司法手続を扱 うEC手
原稿受領日1982年1月18日
1)五 十嵐清 『比較法入門』(第一版1968年,改 訂版1972年)(日 本評論社)引 用箇所は
20頁～21頁。
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続 法に限 られた きた よ うに思われ る。 ヨー ロッパ法の 目標が法 の統一 の形成 に
あ る とすれ ぽ,各 法領域 におけ る実体法 の実証分析 にそ の研究対 象が設定 され
なけ れぽ な らないであ ろ う。と の作 業は,国 際法学や比較 法学の成果 をふ まえ
て各 実体法 の研究者 の手に よってな され る必要が あ ると考え る(近 著D.Wyatt
&A.Dashwood,TheSubstantiveLawoftheEEC,1980,Sweet&MaxweIl
は イギ リスでの この種 の成 果 と評す る ことがで きる)。
法 の統 一の各法領域 におけ る実証的研究 とい う上述の ような課 題の解決 のた
めには,個 別 法領域 の研究者 に よる共 同研究 が不 可欠であ る。 この よ うな認識
の もとに 申請が な された本学 の法 学関係教官(商 学部,短 期大学部)を メソバ
ー とす る昭和56年 度文部 省特 定研究(研 究題 目rヨ ー ロッパに おけ る法 の統
一 の実証 的研究』研究代表 者;教 授 大谷 良雄)に 対 して,研 究経費 の交付 がな
された。それぞれ の研 究成果は順 次,公 表 され るこ とにな って いる。
ところで,こ の研究題 目の設定段階 で,本 稿以降,順 次 紹介を意図 してい る
『ヨー ロ ッパにおけ る 法 の 統 一』(Rechtseinheitf茸rEuropa)を特集す る
RabelsZeitschrift45(1981),Heft1-2が刊行 された。そ こに寄 稿 された諸論文
は特 集主題 の下 での各法領域 におけ る ヨー ロッパ法の形成 を扱 うものであ った
(諸 論文 のテ ーマは後掲 の とお りで ある)。 周知 の如 く,同 誌は,マ ックス ・プ
ラ ソク外国私法 ・国際私法研究所 の機 関誌で あ り,上 述 の特集 号は,同 研究所
の前所長 を努 めた比較法学 の泰斗K・ ツヴァイ ゲル トの70歳 を祝 して企画 さ
れ た ものであ った(Rechtseinheitf廿rEuropa:Festgabef廿rKonradZweigert
zum70.GeburtstagdargebrachtvonseinenMitarbeitern)。ここに寄稿 され
て い る論文 の領域 の多様性 とそ の水準を検討 した結果,各 論文 のわが国へ の紹
介は十 分今 日的意義 を有す る と考え,前 記特定研究 の一環 として,今 後数 回に
わた ってそ の内容を紹介 を してい くことに した。 もっとも,取 り上げ る論文 は,
種 々の理 由か ら,網 羅的 ではない こ とを予 めお断 りしなけれぽ な ら な い。 ま
た,公 表 の便宜上,「 小樽商科 大学 ヨー ロ ッパ法研究会」 の名称 を使用 す るこ
と としたが,文 責者 名を各紹介論 文の最後 に掲記す ることに した。今回 は聡 論
部 分か ら以下 の三つ の論 文(*の もの)を 取 り上げ ることに した。(飯 塚 和之)
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総 論(Allgemeine8)・
・ 菅Pe'67β6伽 θπs,IntegrationstheQrie;InternationalewirtschaftlicheIntegration
alsGegenstandpolitologischer,6konomischerundjuristischerForschung
KJα%3AZゴ θg97',JuristischeundsoziologischeEmpiriedesRechts,Geneseund　
ZukunftderRechtsvergleichungalswissenschaftlichesProblemdeseuropa-
ischen.Rechts
曇Pσ 〃 飽 勿7ゴcん ハπθ励 α%3undル π 飾 ⑫ 乃o〃67
,Rechtsvereinheitlichung-Rcchts.
verbesserungP
Hα πs.ノ露グg6πP漉 彦〆伽 舵 π,Droitcommun1さgislatifunddieEinheitderProfession,
EineketzerischeReflexionzurRechtsvereinheitlichung・
曇1Zα〃3-/bαoん 勿Bα7'6」8,Rechtsvereinheitlichungzwischenurlterschiedlichen
GesellschaftsQrdnungen魅
私 法 お よ び 商 法(Privat・undHandelsrecht)コ
1勉 π3・660/8ムzπ 砺6プ 〃3βππ,DieUberarbeitungdesdeutschenSchuldrechtsaus
internationalerSicht
σ17肋1吻8耀3,EuroP琶ischeKaufrechtsvereiPheitl三chung
κ θη704Dπg〃,DasZustandekommenvonKaufvertragenimAuBenhandel.nach
internationalemEinheitsrechtundnatidnale皿Sonderrecht
ノ窃gθ%β σsθ40ω,DasVertretungsrechtim'Spi宇gelkonkurrierenderHarmonisie.
rungsentw廿rfe
/露7g召 πSσ 翅 〃9δ¢%,DasIntemationalePrivatrechtderB6rsentermingeschafteund
derEWG・Vertrag,ZumUrteildesEurop践ischenGerichtshofvom24.10.
1978
σ9娩 α74五 π痂 〃,EinheitsrechtdurchEvolutonimEherechtundimRechtder
cheanlichenGemeinschaft
労 働 法 お よ び 社 会 法(Arbeits.undSoziahech亡)
ノ∂36ゾ 、F@1加,y∂ 」肋2〃0θ33π 〃und!17吻勿 飾1σ%4,Sozialwissenschaftliche
ForschungalsVorstufeinternationalerRechtsvereinheitlichungamBeispiel
desArl〕eitsrechts
地7∂67'K少o嬬 θ,EuropaischeVereinheitllchungdesArbeitskollisionsrechtsals
Wirtschafts.undSozialpolitik
『 産 業 上 ρ 権 利 保 護(G
ewerblickerRechtsschutz)' 、
砿 α〃!ンθ48α 」2,ParadigmenwechselimWarenzeichenrecht?,ZueinigenGrundsatz.
problemenderEuropamarke
飾 吻7'Ro'海,DieVerwechslungsfahigkeitvonWarenzeicねennachdeutschem
undnacheuropaischemRecht
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消 費 者 保 護 お よ び 環 境 保 護(VerbraucheレundUmweltschutz)
E漉6砂oη 研 ρρ6」,VerbraucherschutzinEuropa
型 π'Sゴ θ〃,GrenzUberschreitenderUmweltschutz,EuropaischeErfahrungenInit
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翫 πε ノbσo履 〃z伽 ア7〃zαπη,DieEntwicklungdesRechtsschutzesindereuro・
paischenGerichtsbarkeit
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T枷 初1～ げ64π967,Staatenimmunitatgegen菰berZwangsgewalt
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von1980,0berbllckund・allgemeineKritlk
P・ ベ ー レ ソ ス 「統 合 理 論;政 治 学 的,経 済 学 的,法 学 的 研 究 の 対
象 と し て の 国 際 的 経 済 統 合 」(PeterBehrens,Integrationstheorie;
InternationalewirtschaftlicheIntegrationalsGegenstand
politologischer,6konomischeruudjuristischerForschung,S.S.
8-50)
1.序 論
国際的経済統合を学聞的研究対象 として取 り扱 うようになったのは,重 商主
義的経済体制の解体後である。18世 紀の初めこの体制を崩壊に導いたのは,ほ
かならぬこの時代の様 々な科学的知識であった。 とりわけ重要な役割を果た し
たのが福祉の概念である。
重商主義にとって福祉 とは貨幣,金 および銀の所有を意味 した。すべての ヨ
ーロッパ諸国は自国の金銀の保有を高め るための手段や方法の追求に 没 頭 し
た。 他国との通商は,そ れが 自国の金銀の保有量を 高める限 りで 意義をもっ
た。そ してこのような福祉の主体は国家であった。 したが って重商主義におけ
る国際的経済関係は,各 国の国庫の増大をめぐる主権国家間の無秩序な闘争に
「ヨー 昌 ヅパ に おけ る法 の統 一 」(1) 49
よって成 り立っていた。これは今 日統合と呼ぼれるものとは反対のことを意味
する状況であるg
このような旧来の思考方法とは逆の方法で福祉概念を打ち立てたのがAdam
Smithで ある。彼によれば,福 祉 とは,国 庫ではな く,国 民の福祉状態,す な
わち国民が利用できる財の量,に よって判断されるべきであ る。 この福祉概念
を支えているのが分業の原則である。この原則は,各 人が最 も低い コス トで生
産できるもののみを生産 し,そ の他の財に対す る需要は交換 とい う方法に よっ
て充足することを要求する。財の交換のダイナ ミックなプロセスこそが国民の
福祉の基礎である。そ してこの交換の原則は国内のみな らず国際的 レヴェルに
おいてもあてはまる。 したがって国際的分業体制が確立されては じめて国民の
福祉を最大限に実現す ることが可能になる。AdamSmithは このような主張
を もって,国際的な経済統合のための最初の理論的モデルを提供したのである。
その後19世 紀には,こ のモデルに実際に合致する,世界的な規摸での統合の
システムが出現した。 この統合システムは一定の法的(あ るいは準法的)制 度
「
(金本位制,最 恵国待遇原則および 「自由な取引はすべての者に利益を生む」
とい う通念)に 支え られかつ動かされていた。そ してここには政治的要素が介
入す る余地はなかったといえる。
しかし19世 紀のこの統合システムは,保護主義の台頭,世 界大戦の勃発など
に よりその維持が困難になり,や がて世界恐慌のなかで崩壊す るに至った。
これに対 し最近の30年 間における統合の動きは地域主義と政治化 という2
つの重要な特徴をもっている。 このことは,一 方で今 日の状況下では統合を世
界的な規模で実現す ることが困難になっていることを意味 している。たとえぽ
西側諸国と東側諸国はそれぞれ別個に統合を進めてお り,し か も西側において
は極めて多様な形態の統合が存在 している。また他方で,現 代の国家は雇用や
経済成長について積極的に政治的な責任を負わなけれぽな らない状況に置かれ
てお り,・したがって統合の際に も各国間の政策の調整が必要 となっている。
現代において統合は経済的次元か らのみ捉えることはできない。そのプロセ
スは政治的,法 的次元をも有 してお り,し かもこれ らが相互に離れがた く結び
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ついている。したがって必然的に,統 合の研究 もこの3つ の側面か らなされる
ことが重要 となる。本稿の目的は,ま ず政治学および経済学における統合理論
について概観 し,次 にこれ らの評価を行ない,最 後にそれにもとついて法学の
立場か らの統合理論を検討することにある。
II.政 治 学的統 合理論
政治学的統合理論はとくに経験的,分 析的 目的を有している。政治学の関心
は,統 合のプロセスの評価,統 合の推進力や成果の分析,お よび統合の機能の
評価,な どに向け られている。これ らの目的の追求の仕方はそれぞれの方法論
によって異なる。 この点に関しては,ま ず マル クス主義的理論と非マルクス主
義的理論 とに大別することができる。
1.マ ルクス主義的統合理論
マルクス主義的理論の一般的方法論は,周 知のように,社 会的,経 済的お
よび政治的発展を歴史的な法則の展開 として把握する点に本質がある。 したが
ってこの理論によれぽ,現 在の経済の発展状況は多 くの国家を して国際的な統
合の道を歩ませ る。統合は一時的かつ偶然の現象ではなく,一 定の法則に従っ
たプロセスであり,資 本主義および社会主義に共通の傾向である。そ して対外
経済 と国内経済 とは相互に関連 しあってお り,し たがって国際的な統合の形態
は,構 成国におけ る経済秩序の形成に直接依存 している。
しか しマル クス主義的理論は,国 際的経済統合全体のシステムを機能の点か
ら分析す ることに欠け,一 般化することが困難である。
2.非 マルクス主義的統合理論
非マル クス主義的理論に属する主張は様 々であるカミ,通 常は次の2つ の観点
か ら類別す ることができる。1つ は 「統合の終極的状態」一 すなわちそれが
(i)国家をこえた超国家的存在(Staatsmodell),で あるのかそれ とも,(ii)政 治
制度 とは別の民族の共 同体か(Gemeinschaftsmodell)一 であ り,他 の1つ は
「統合過程を規定する要因」一 すなわちそれが(i)構 成国における政治的要
因か,(ii)国 家間での経済的,社 会的要因か一 である。 これ らの基準の組み
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合 わせに よ り次の4つ の((1)～(4))統 合理 論が生 まれ る。 以下順 に述べ る。
Staatsmodell
1・ ・m・ ・nsch・ …m・d・11
政治的要因
社会一経済的要因
? ????
?
??????
(1)多 元 主 義
(2)機 能 主 義
(1)多 元主義(Pluralismus)多 元 主義は多 くの民族 国家の存在 を否定 しない
統合理 論であ る。統 合の最終状 態は国家 の共 同体 であ り,超 国家 的存在で はな
い。ここでは共同体意識 を発展 させ ることに よ り,共 通の価値 を実 現す るこ とに
最大 の関心が払われ る。 この主 義は統合 を第一 に政 治的,社 会的 現象であ る と
捉 え る。 そ の代表 的信奉者 はKarlDeutsch(PoliticalCommunltyatthe
InternationalLevel,1954)で あ る。'
(2)機 能主i義(Funktionalismus)こ の主義は技術的進 歩 と政 治的構…造 の間の
不調 和を承認す る ところか ら出発す る。統合 の 目標 は,技 術的 に国家を超 えて
機能 してい る分野 を統 一す るこ とに よ り国際的 な共 同体を構築す る こ と に あ
る。統 合の推進力 は政 治的諸 力ではな く経済 的要 因であ る。機能 主義は,技 術
と政 治,国 家 と社会,客 観 的発展要 因 と主 観的発展要因,の 間 の関係 につい ての
一つ の仮 定に もとつ いてい るこ とが明 らかであ る。 ここで特に興味深 いのは,
国際的経済 関係は,そ れが技術 的必要性に合致す る限 りで統合過程 に決定的 な
影響 を与え る とい う認 識で ある。 この主義 の代表者 はDavidMitrany(The
progressofInternationlGoverment,1933)であ るo
(3)新 機 能主義(Neo-Funktionalismus)ヨ ー ロッパにおけ る戦後 の 発展 の考
慮 の もとに生 まれた主義 であ り,そ の代表者 と してア メ リカの政 治学 者Ernst
B.Haas(TheUnidngofEurope,1958)とLeonN.Lindberg(ThePolitical
DynamicsofEuropeanIntegration,1963)を挙げ るこ とがで きる。 この主義は
一定 の技術的機能 を果たす 国際 的組織 のなかに統合 の結 晶点を求め る。そ の限
りで機 能主義 に通 ず る。 しか し統合 の最終 的状 態を,各 民族 国家がそ の決 定権
限を委ね る集団的決定 プロセス のシステ ムとして想定 してお り,こ の点で機能
主 義を越え ている。 このよ うに新機能主 義は統 合 のプ ρセスを重視 し,そ れを
決定権 限の拡大 に向けて の恒常 的な制度 の変 遷 とと らえてい る。新機能主i義は
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ヨ ーロ ッパ経済 共同体 の初期 の段階 におい て理論的基 礎 となった。 しか しヨー
ロ ッパの統合が停滞 をみせる ようにな ってか らはそ の限界が認識 され てい る。
(4)連 邦 主義(F6deraliSlnus)統 合を最初か ら政 治的現 象 として理解す る と
＼ ころが多元 主義 と共通す る
。す なわち,統 合 とは国家 の権 限を超国家的機関に
委譲 す る過程 を意味す る。 ここでは超国家的機 関 と各民族 国家間での権力 の分
配が問題 とな る。 統合の最終状態 はそ の よ うな超 国家的存在 のなか にあ る。 こ
の主義 の支持者 は と くに,CarlJ,Friedrich(TrendsofFederal1sminTheory
andPractice,1968)お よびAmitaiEtzioni(Pol1tica1U血if量cation,1965)であ
る。
3.評 価
この よ うに政治 学の分野で は,統 合の終極的状態 お よび統合を推進す る条件
に関 して様 々な考 え方 が存在 している。 この こ とは政 治学的統合理論 が学 問的
に まだ十分 な信頼性を克 ち得ていな いこ とのあか しで あ る。それ らの いず れ も
が,従 来,複 雑 な統合 プ ロセスを十分に把握 しその原 因や効果を明 らかにす る
ことが で きなか った。ただ ここに挙 げた諸理論が価値 を もつ とす れぽそれは,
統 合を現 象学的に理解す る際 の一つ の カテ ゴ リーを提 供 して くれ る こ と で あ
る。 なぜ な ら,そ れ らは統 合理論 のための全体的 モデルを打 ち立 て ることはお
そ ら くできない と して も,統 合 のプ ロセスの一定 の側 面を抽 出 しそれ をシステ
ム化す るこ とを試みて はい るか らで ある。そ れが法学 に とっていかな る意 義を
有 す るのかは,さ らに経済学的統合理論 を検討 した後で なけれぽ述 べ ることが
で きな い。
III.経 済 学 的統 合理論
経済学的統合理論は,事 柄の性質上,応 用理論であ る。それは統合の諸類型
を打ち立で,各 々の類型についてその理論的,規 範的および制度的イソプリヶ
一ションを考察することを通じて体系化の作業を行 うことを目的とす る。
1.出 発 点
経済学的統合理論が類型を立てる場合にば2つ の方向がある。1つ は,国 際
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的分業ないし比較優位の原則が諸 々の障壁の除去に よりどの程度実行されのる
か とい うことであ り,他 の1つ は各国の経済政策がどの程度調整 されるのか と
い うことである。
2.統 合の類型学
a)広 義の統合
(1)二 国間主義(Bilateralismus)統 合はまず国家が相互に譲歩 しあい,外 国
貿易上の障害を取 り除 くことによって促進される。但 し統合は,こ の段階では
まだ2国 間の均衝観念により支えられるに止まっているoこ のように して,財
の出処に よる差別を ともな った双務的な特恵システムが世界的な規模で拡大す
ることになる。そ してそれは,生 産 コス トによっても,相 対的な希少性の観念
によって も把握できない価格構造を生み出 し,比 較優位の原則が国際的に浸透
す ることを妨げる。
(2)多 角的貿易主義(Multilateralismus)双 務主義の もつ歪曲的効果のゆえ
に多面的な統合形態が求められる。それは財の出処による差別をなくし,国 際
的経済関係の合理性の向上を追求する。その際第一になされることは,各 国の
規制水準(特 恵関税や非関税障壁など)の 均等化である。今月の統合の基礎と
なっているGATTは その一例である。多角的貿易主義は,二 国間主義 と比べ
質的な進歩である。そ して この多角的な経済関係は,政 治的影響か らある程度
脱却 しかつ経済関係を長期的に維持することに適した規制 メカニズムに より保
障 されなけれぽならない。この規制 メカニズムのなかにすでに,地 域統合へと
発展する契機をひめた機能的結合関係が生 まれている。
b)狭 義の統合
狭i義の統合は関税障壁が縮少され るだけでなく,除去されることか ら始まる。
すべての地域的統合システムの中核は この関税の撤廃にある。そ してこれは次
の5つ の類型(次 頁の表参照)に 分けることができる(Balassa,TheTheory
ofEconomicIntegration,1961に よる)o
(1)自 由貿易地域(Freihandelszone)こ の形態においては,統 合は構成国内
の関税およびその他の貿易制限の除去に限定 される。構成国以外の第三国への
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関税および貿易制限政策は各国の自治に委ね られている。ところがこの統合形
態 自体に,こ のような対外経済的自治を挫折させるような自由化のダイナ ミク
スが内在 している・つま り自由貿易地域への輸入は・関税の最 も低い国への輸
入に移動する。その結果,低 関税国は投資のために有利な地位を獲得す ること
にな り生産の転換が生ず る。 他方で,低 関税国への輸入が,関 税の 負担なし
に,他 の構成国へ とさらに移動する限 りで,他 の構成国には事実上,低 関税国
の対外関税が共通の対外関税 として押 しつけられることになる。構成諸国は取
引の移動をできる限 り防 ぐために何 らかの措置を講ずる必要に迫 られ,こ のよ
うに して対外経済上の自治は失なわれる。
(2)関 税同盟(Zollunion)関 税同盟は関税その他の貿易制限の撤廃に止まら
ず,域 外諸国に対する貿易政策を も統一化す ることに より自由貿易地域の欠点
を克服することを試みる。 これは自由貿易地域 と比べれば確かに一歩前進 して
はいるものの,統 合が財に関する市場に限定 されている点に限界がある。財の
取引の自由化は,生 産構造の改善や消費効果の向上 というメリッ トを もた ら
す。 しか し生産諸要素の流動性が欠けているために,こ れらの要素についての
価格の歪曲とい う問題は依然 として残された ままである。
(3)共 同市場(GemeinsamerMarkt)そ こで以上の関税同盟の欠点を補 うた
めに,さ らに共同市場という統合形態に移行す る。すなわちこの場合には,統
合は商品の流通だけでなく,労 働力,サ ーヴィス,資 本の各市場に も及ぶ。 こ
こでの問題は,そ のような生産要素の流動性の実現を市場 メカニズムのみに任
せてよいのか とい うことである。労働力の場合にはこの問題は否定されるべき
であろう。これに対し資本の場合には,自 由化によりその流動性を生み出す余
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地がかな りある。 しかし,ど こに資本を投下すべきかの決定には一国の経済政
策が強 く影響する。 したがって各国の経済政策の相違や将来の動向は資本の流
動性に とっての阻害要因とな りうる。 一
(4)経 済同盟(Wirtschaftsunion)こ の問題は経済同盟とい う統合形態により
解決される。すなわちここでは各国の経済政策 も統合の対象となる。経済政策
の レヴェルでの統合は,基 礎 となる政策 目標に関 し構成国のコソセソサスを必
要 とするが,こ のため多大の費用 と労力が投入されることになる。それは常に
構成国間の対立を生み出す危険をは らんでいる。 このような摩擦は構成国がそ
の決定権限を超国家的機関に委ねることにより回避す ることができる。
(5)完 全統合(Vollintegrat量on)コ ンセンサスの困難性を解決す るのが最終的
には完全統合である。 ここではすべての経済的決定は中央の機関によってなさ
れ る。そのため1こは政治のレヴェルでの統合が前提となる。
c)評 価
以上の簡単な素描からも明 らかなように,統 合のそれぞれの形態の間には経
済的に極めて緊密な関連が存在す る。そこから,統 合を現在の段階か ら次の段
階へ と進ませ る一定の発展の論理を引き出す ことができる。政治学的統合理論
の分野における機能主義や新機能主義の根底にあったのはまさにこのような発
展 の論理である。しか しここで強調 しておかなければな らないことは,統合の論
理をどこまで貫撤 させるのかは政治的決定の問題に属す るとい うことである。
3.統 合理論の検討
統合理論の全体的検討は ここに至ってはじめて可能 となる。国際的な経済統
合により生ず る諸 々の変化を経験的に考察することは,単 に理論的なものにと
どまらず,極 めて実践的な要請に もとついている。統合は,積 極的な統合効果
が明確に指摘できる場合には じめて,そ のために必要な政治的支持を得ること
ができるのであるσ
政治的統合理論は統合の程度を認識す るための評価基準を提供するにすぎな
い。 しか もこの評価基準は,そ れぞれの理論的立場(多 元主義 機能主義,新
機能主義 連邦主義)に より異なる。 しか しこれ らの基準はあまり役立たな
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い。 とくに統合の効果を測定す るのには適 していない。
経済的統合理論は,統 合の福祉効果に焦点をあてる。そのためにた しかに統
合の効果を把握するための基準を立てることが可能 となる。 しかし福祉概念を
具体化することは非常に困難な状況にある。
1肌 法学的統合理論
法 学において 明確 に統 合理論 と呼び うるものは従 来 まで存在 しなか った。 し
か し,い かな る形態 の経済統 合であれ,法 的制度 に よ り基礎 づけ られ,さ らに
それ に よ り支 え られては じめて実 現が可能 であ るとい う状 況の もとでは,統 合
と法 の問題は重要 な研究対象 とな る。
1.課 題 の設定
す でにBl廿ck(ZurSystematikderEuropaischenWirtschaftsgemeinschaften
BerDGes・V61kR3,1959,66)が,ヨー ロッパ共同体に 関 してでは あ るが,
法学 におけ る体系化 の課題 を次 の よ うに まとめてい る。
(i)個 々の共 同体 につ いて,そ の社会経済上 の課題 と法 的規 範お よび制度 と
の間 の論 理的関連 を描いてみせ ること。
(ii)共 同体 ご とに,事 実に規 定 された段階的 発展 を検討 し,そ の相違点 を明
らか にす ること。
(iii)以 上 の二 つの試み を通 じて,ヨ ー ロッパの経済体制 を地 域的,時 間的に
限定 された一つ の法秩序 として成 り立 たせ るだけ の実質的 な法的価値 を見い出
す努 力をす るこ と。
ここには,ヨ ーロ ッパ とい う枠 を超 えた普遍的な法学的統 合理論 が取 り組 ま
なければな らない問題 も同時に提示 されてい る。そ の際,法 学的統合理 論は,,
公 法,私 法 を問わず現在通用 してい る経済に関す るあ らゆ る法規範 を含む。
2.体 系 論
統 合法 の体系化 は3つ の観 点,す なわ ち,(i)諸 組織 の制度化(制 度的統合),
(ii)統 合 の過程,(iii)統 合 の原理,か らな され ることが望 ま しい。 また そ うす
る ことに よ り,政 治学的 お よび経済学的統 合理 論の法学 に とっての意義を も理
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解す ることが容易になる。
a)制 度的統合
国際的な経済統合は組織的な裏づけがなければ不可能である(統 合Q制 度的
側面)。 組織化の程度は統合の形態により様々であるが,い くつかの基準(構成
国の独立の程度,組 織の決定の もつ拘束力の程度,こ の決定の名宛人,決 定の
方式など)に より類型化することができる。このよ うな制度的統合の本質は,
結局構成国の もつ多 くの権限を どこまで共有することができるか とい うことに
あ る。そ してこのことは,い かなる経済学的な統合類型を採用するかによって
あ らかじめ一定の枠組 として与えられている。さらに,与 えられた枠組をどの
程度満たすかは政治的な決定の問題である。
b)統 合の過程
経済統合はその 目的を達成するために常に2つ の方法を用いる。すなわち私
的経済主体間の協同と構成国間の協同である。また市場 と政策は統合の2つ の
メデ ィアであ りその法的秩序づけはそれぞれ独自の内容を有 している。
(1)市 場を通じた統合 市場メカニズムの確立は統合の制度目的というだけ
ではない。市場は同時に統合の手段でもある。国際的取引の自由化は私的経済
主体のための活動の場を与える。そ してこれは国家の政治の力ではなく,市場の
データによって運営される。しか し市場を通 じた統合 プロセスは,常に私的な制
限により妨害されるという危険がある。 したがって,取 引の障害を単に取 り除
くだけでなく,さ らに一定のルールにより,か かるプロセスの有効性を保障す
ることが必要 となる。 この意味でEECの 競争法は重要な意義を もっている。
(2)政 策による統合 現代国家は経済運営に責任を負わなければな らない以
上,統 合は必然的に,経 済政策の分野で構成各国が採用す るカジ取 りのための
手段の調整という問題に直面す る。そのためには多 くの方法があり,同 様に類
型 化(た とえぽ情報交換,協 議,協 調的行動,統 一化など)が 可能である。そ
してここでは,と くに制度的統合の問題 と切 り離 して考えることはできない。
なぜなら,い かなる方法を選択する・としても,統 合地域における構成国とその
上に立つ共同組織 との間の権限の分配の問題に直接関連するからである。
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c)統 合の原理
統合法の根底にあ る実質的な原理は,こ れを3つ の理念に還元することがで
きる。すなわち,自 由,平 等および連帯である。 これ らの理念は統合のメディ
アである市場 と政策のなかに強 く反映 されている。
(1)市 場に関連 した原理 市場を通 じた統合の基礎 となっているのはまず 自
由の理念である。市場の統合が とくに自由化と同一視されるのはそのためであ
る。 しか し市場による統合は,す でに述べたように,取 引の自由化 とい う消極
的な側面を もつだけでな く経済主体の直接的な接触を期待 しているのであるか
ら,統 合法は,国 内市場の開放や自由化のみな らず,個 人が自由に行動できる
場を積極的に創出す ることに も努めなけれぽならない。
次に平等の理念 も市場 と関連している。なぜなら,不合理な差別に帰せ しめ ら
れ るような差別か ら市場の資源配分メカニズムを守ることにこそ,経 済統合の
重要な目的が存するか らであ る。平等の理念の統合法におけ る意義は多様であ
の 　
るが,と りわけ平等の水準の観点か ら分類す ることができる。それによれぽ,平
等の理念には次の3つ の意味がある。すなわち,人,財 および生産要素に関 して,
一国別によって差別をしない(最 恵国待遇の原則、.
一外国と自国とで差別をしない(国 内での平等の取扱い),
一統合市場における機会の平等。
関税同盟,共 同市場,経 済同盟 とい う統合形態の諸要素が結合 したEECは
ここでも重要な例を我々に示 して くれる。
(2)政 策に関連 した原理 これは連帯の理念の具体的展開とみることがでぎ
る。 これは2つ の次元を有す る。すなわち一方では権限分配政策的な性格を も
ち,他 方では共同体 とその構成国との関係を規律する。
3.評 価
法学的統合理論を以上提案 したような体系化のもとで構成することは,統 合
法の諸現象をその全体的関連のなかで把握す ることを可能な らしめ る。そ して
これにより2つ の重要な月的が果たされる。第一に,種 々雑多な地域的(あ る
いは地域をこえた)統 合のプロセスの一般的な問題を考察す ることができる。
このようにして,統 合法はそれぞれの地域的限界を克服 し,様 々な統合の試み
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が同一の法的関連の展開として認識されることになるのである。第二に,組 織 一
の点か らのみ統合法を捉えようとする偏見を取 り除 くことができる。それによ
り,統 合法は組織一手続的要素にのみ還元されるのではな く,実 体一経済法的
要素によっても構成 されていることが明らかになる。つま り統合法は,国 際法,
国際経済法,抵 触法が一つの統一的な関連の もとで結びついた ものなのである。
V.結 語
国際的な経済統合は多次元におけるプロセスである。それを科学的に考察す
る場合には とくに,政 治的,経 済的,法 的諸要因を考慮 しなけれぽならない。
したがって ここでは学際的研究が要請され る。法学の立場か らの統合の研究が
実 りある体系論を生み出すことができるためには,政 治学的および経済学的統
合理論の知識をとり入れ ることが必要であろ う。経済学は,統 合を もた らす諸
現象の関連を我 々に教えて くれる。そ してこれは統合法のなかに規範 として具
体化される。 これに対 し政治学は,か かる関連が決 して客観的な法則に従って
いるわけではな く,そ の具体的な展開の方法や態様は政治的な決定に左右され
ることを明らかにす る。そこか ら,同 一の状況下です ら統合の程度や段階が異
なるとい う現象が生 じる。
法が統合に対 し寄与できることは,政 策をルールに拘束することにより,構
成国の絶えず変動す る政治的意思の影響から統合をある程度引き離す ことであ
る。法は統合政策の規範化を促進 し,統 合を阻害するような危険か ら保護す る
という課題を背負っている。(和 田健夫)
P・H・ ノ イ ハ ウ ス=J.ク ロ フ オ ラ ー 「法 の 統 一・一 法 の 改 善?」
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学 論集第30巻 第2号123頁 以下,同 第3号71頁 以下)。 また,共 同 執 筆 者
KRoPHoLLER私 講 師の 王nternationalesEinheitsrecht;AllgemeineLehren.
(1975)Habil.・Schr量ftM竜nchen.は,五十 嵐清教授 に よると 「最近 におけ る法
の 国際 的統 一 の進展 に基づ き,一そ の一般理論 を構築 しよ うと した 力作 であ り,
現状 におけ る'この問題 の決定版 とい える」(比 較法研究No.38P.265)と評
され てい る。 この両 氏に よる豊か な学識 か ら書か れた本論文 の有益 な ることは
言を侯 たないであ ろ う。 しか し,な に ぶん本 テーマに蒙 く専門 を異 にす る者に
よる紹介で ある。Zweigertへ の祝 賀論文に ふさわ し く,Zweigertの 言葉 か ら
筆 を起 こ しZweigertの 言葉 を もって筆 を欄 く間に圧縮 して盛 り込 まれた豊富
な内容を知 るた めには,多 数 の引用文献 と共 に,直 接,本 論文 に接す るこ とが
望 まれ る。以下 の要 約は そのた めの ささやか な ガイ ドにす ぎない。
序
KonradZweigertは 既に30年 前,「経験が教えるように,部 分的法域の統
一は一 そのような統一のみが実際にはまじめに努力 され うるのであるが一
先験的に作 り出された理想的法律の姿において実現す るのではな く,関 係諸法
秩序におけるそれぞれ相等 しいものが,統 一化された規範構造のなかに とり入
れ られ,他 方,相 異なるものが,最 良の変種を,或 いは比較か ら得 られた もの
であって,あ らゆる既存の解決 より優れてもお り実際的で もあるような或る新
しいものを,統 一法規に採用す ることにより平均化されることによってのみ実
現する」 と述べた。 これは,法 の統一は優れた解決の創造 という意昧で,部 分
的にのみ法の改善に役立つ とい うことを暗示 している。国際的な法の統一に関
する彪大な文献の中で,法 の統一が同時に法の改善を意味するのか,ど の程度
意味するのか,と い う特殊な問題を詳細に論じた ものはご く稀である。 したが
って,こ の問題に対する体系的な研究 も意味がない訳ではなかろう。
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1.法 の統 一 の長所
a)法 の統一の試みが もつ貫徹力は,一 般的には,各 国のさまざまな見解や
利益を融和 させ,程 度の差こそあれ実際には声そ らく堅実に運用 されている現
'
行実定法の差異を融和させ る,と いう特別の困難によって弱められている。だ
が,他 方,法 統一の思想は固有のダイナ ミズムを発展 させ保守的な抵抗の克服
を容易にする。例えぽ,国 際的動産売買契約に関す る国連条約(1980年)は,
コモン ・ロー諸国の推進により,そ の第29条 第1項,で 契約の変更及び了解に
よる契約の終了は当事者の単なる合意で十分であるとすることによって古い約
因理論を捨て去 った。
b)国 際情勢に沿った規範化は,国 際情勢が視野の限界に位置する 国内立法
によるよりも,統 一法による方が通常はより容易におこなうことができる。
c)統 一法制定の際には,一 国で立法する場合 よりも多 くの知力が結集する。
全 く同一の法秩序をもっているとい う訳ではないが,し か し,緊 密な結びつ
.きをもった隣接諸国の,熟 練 した著名な法律家 ・実務者に よる共同作業は,実
り豊かで刺激的な成果をあげるに違いない。いろいろな法秩序の専門家が共同
作業をするところでは,彼 らにとっても,よ り広範な法体系を顧慮し,比 較法
上の発見を拡げてい くことが容易になる。
d)こ の共同作業は,法 の統一のためにつ くられた特別の機関の中で,同 じ顔
ぶれの専門家達が長期にわた り幾度 も接触をもち,そ れにより友好的団結の雰
囲気が生まれることによって促進される。
e)い ままでに成功 した法の統一は,簡 明さと高度の予見可能性によって,ま
た,正 義と公平とい う意味において も,国 際的法交通 の改善をもた らした。も
っとも,実 体法(Sachrecht)の 統一によって国際私法や外国法の適用を完全に
排除できるとの考えは一つの幻影であろ う。
f)イ デオロギーを異にす る関係各国間で理性的な妥協が見出される場 合 に
は,法 の統一によって国際的な緊張緩和及び平和が促進されよう。
g)地 域的な法の統一は関係各国間の連帯の絆を強める。まさにこのことが,
しば しぼ法の統一の動機 となっている。
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h)成 功 した地域的な法の統一は,法 秩序の国際的競争においては,単 に一
国の法,特 に比較的小さな国の法が通常有 しているよりも大きな重要挫を生み
出す。
II.法 の統 一 の短 所
a)法 の統一は,過 度の勤勉さや客観性のない政治的動機の影響を受 けや す
い。法統一のための特定の組織の存在が,継 続的に新たな統一法を作 り出すと
い う結果を生む。しぼ しぼ,不 必要な,し か も競合する統一法が作 り出される
のは,過 度の活動性による望ましくない結果である。
b)国 際条約を国会で詳細に審議することはできない。国会は,ま ず,条 約
は既に交渉済みで批准をまつばか りなのか,し たがってその条約を(許 された
留保は別 として)一 括 して受諾するか拒否す るかのいずれかができるだけなの
かを尋ね るであろ う。 このような手続きは民主的な原則に反 しているのみでは
ない。それはまた,テ キス トを決定する際に各国の立法機関がそのテキス トを
受容するか どうかにつき不明確 さを残す ことになる。さらに,国 会におけ る審
議の排除は,場 合に よっては新 しい法が国民の意識の中に定着することを困難
にする。
c)法 の統一の速度は,し ぼしば個々の国の法状態にとって適当ではないこと
がある。例えぽ,ゆ っくりと準備 される法の統一を待つことは,或 る国に とっ
ては,さ しせまって必要 と感ぜ られる法改正,し か も法の統一がなければず っ
と以前になされていたはずの法改正が遅れるということを意味するであろ う。
また,い ままで他の関係各国にどうにかついてきた平均的発展途上国に とって
は,統 一法は危険な急ぎすぎを必然的に伴 う可能性がある。
d)テ キス トはできるかぎり平明でわか りやす く作 られるべ きである とい う
一般的に承認された原則を守 ることは,国 際的立法に際しては,国 内立法にお
け るよりも難しい。今 日では,一 国の立法においてさえ種 々の困難に直面 し,
しぼしば立法の理想に近づいていないとすれぽ,そ れは,非 常に異なった法体
系 ・経済秩序 ・文化観を もった多数 の国家の代表者の多数の言語において取 り
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決や られねぽな らない諸規範に対 しては,よ りいっそ うあてはまる。
e)特 定の表現に固執する諸国家と妥協する必要性は,し ぽしば 客観的に最
良の規定を妨げる。時には共通す る最小限度で満足 し,最 良の場合には両極端
の中庸をい く妥当な解決が与えられ るが,最 悪の場合には多かれ少なかれ統一
テキス トの明白な矛盾が生 じる。
f)特 に重要なのは,あ らゆ る法の統一が もつ硬直化の危険である。統一法を
作 る際に強調されるのは,し ば しば規則の柔軟性 よりも堅牢さである。協定さ
れた統一法にとっ七望ましい後年の検討及び現代化は,た いてい適当な時期に
は考慮されない。
g)統 一法に固有の,適 用範囲,留 保,及 び条約の衝突に関する規定はしば し
ぼ法状態の混乱を生みだす。
III.小 括
1.全 ての関係各国に とって
a)こ れ までの法の統一を評価する際には法の統一が法の改悪に結 びつ く多
くの可能性に も拘 らず,法 の改善と認め られる多数の統一法が成立 してきたと
いうことを確認 しておかねぽならない。法の統一の対象が,国 際的な特徴をも
てぽ もつほど(例,海 洋法),法 の統一はそれだけで 法の改善 とい う結果を導
きやすい。 しか し,対 象の国際性カミ少なければ少ないほ ど(例,物 権法),統 一
法が法の改善と認められるためには自らの特性によって論証 しなけれぽな らな
い。なぜな ら,国 際的な対象の場合には,そ れだけで国際的な判決の同一性が
価値をもつが,純 粋に国内的な対象の場合には,国 際的判決の同一性は実際的
な意昧をもたないか らである。 したがって,国 際的事態に関連 した法の統一は,
発効に十分な数の構成国が批准 しさえすれば,そ のためセこは もちろん明確な実
質的有益性が前提であるが,法 の改善とい う結果を生み出す とりわけ高いチャ
ソスを もっている。例えば,国 際的な海上 ・航空輸送法においては,多 数の条
約が法の改善を意味 しているといえよう。また,国 際的な法律関係に関するも
のではないが,そ の最低基準(Mindeststandard)に よって内容的に説得力をも
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つ統一法の例 として,ヨ ーロヅパ理事会(Europarat)の 人権条約 と社会憲章が
挙げ られる。国際労働機構の協定や勧告 も多 くの国に とって内容的な法の改善
をもた らしている,
b)将 来の法統一に際 し,法 の改善が達せ られるためには,先 に述べた7つ
の短所を縮限 ・回避するよう試みられるべきである。さらには,(1)法 統一の
必要性の批判的検討,(2)で きるだけ早期の,且 つ徹底的な政治的決定機関と
の接触,(3)特 に法統一の速度を顧慮した構成国の綿密な選択,(4)簡 単明瞭
なテキス トの表現,(5)好 ましくない妥協の回避,(6)統 一法の硬直化の危険
に対する予防,そ して(7)特 に留保 ・条約の衝突に関するいわゆる枠組規定
(RahmenbestimmungRこ 対す る細心の注意,が 必要である。
2.個 々の国にとって
、a)個 々の国あるいは国家群(例 えぽ発展途上国)の 視点からは,そ れらの国
がどれだけ特蜘の必要性と利益を計算に入れているかに応 じて,'法 の統∵に異
なった評価を与えるであろ う。例えぽ,1962年12月10日 のニューヨーク婚姻
条約を批准する先進諸国にとっては,批 准によって国内の法状態は何一つある
いはほ とんど変 らないが,発 展途上国にとっては,共 通の国際的行為に参加す
ることに より,彼 らの法を改善する刺激を与える。 しかし,他 面,一 方的な強
国の利益政策が,統 一法において弱小な相手方に固有の利益をなおざりにする
ことがある。かような法の統一は,こ れ らの国に とっては法の改悪を意味 し,
.したがって疎遠なもの となる。
b)高 度の社会的 ・経済的水準にある個々の国の理想の高い 改正要求を,国
際的な統一法によって満たす ことは一般には期待されない。例えば,西 ドイツ
にとって,社 会的 ・経済的に同じレベルの諸国か らなるヨーロッパ共同体の枠
外での法統一は,し ぼ しぼ何 らの法の改善を意味していないように思われる。
IV.抵 触 法 の統 一 の長所 と短所
抵触法の領域における法の統一は,原 則として,実 体法の領域における法の
統一が もつのとは異なった長所 ・短所を有する訳ではない。 しか し,ま さに国
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際的法律関係を規制す るために法の統一がもつ長所は,こ こでばとりわけ重要
である。 また,統 一法の規定は整合性を欠き硬直であるとい う短所は,犠 触法
の統一一においては特に大きな意味を もつ。ただ,こ のよう意味において,以 下
では抵触法の統一に固有の長所と短所について述べよう。
1.固 有の長所
a)抵 触法が形式的理想 とす る判深の同一性は,法 の統一を必然的な 目標 とす
る。ここでは各国の伝統をあまり考慮 しなくてもよい。なぜなら,各 国の抵触
規定は当該国民の法意識 とはあまり,あ るいはほとん ど結びついていないか ら
である。
b)抵 触法の統一は相互主義を確実にする。
c)抵 触法の詳細な改正は,国 内の立法によるよりも,国際的協定によって し
ぼ しば容易におこなうことがでぎる。
2.固 有の短所
a)複 雑な統一法による実務の混乱は,難 解で,明 白な社会的諸価値に極めて
乏 しい国際私法をとにか くも適用する裁判所の準備を害す る。
b)明 白で厳密な規定一 統一法においてそれがいかに 画一的適用という要
請のために一般的に望ましいとされていようとも一 による判決の拘束は,国
際私法においては特に危険である。抵触法は,歴 史的偶然によるばか りではな
く,必 然的に多 くの法の欠訣を含む領域であ り,あ る程度,法 典化に逆 らう性
質をもっている。
3.抵 触法の統一の評価
実際に多 くの条約が先に述べた短所か ら不成功に終わった。部分的には古 く
な り,そ の うえごく少数の国家 との間で通用 しているにすぎない,20世 紀初頭
か らのハーグ国際私法条約は批判的検討を必要 とする。他方,抵 触法において
も,長 所が短所にまさる条約が成立 してきている。例えぽ,社 会的価値の高い
ハーグ扶養執行条約(1958年)が 挙げ られよう。さらに,裁 判籍及び執行に関
す るEC条 約(1968年)は,契 約上の債務関係に適用 される法に関す るEC
条約(1980年)とi共 に,国 内の裁判所における法的紛争を,国 際商取引につい
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ては より適切に判断できるようにす る。特に重要なのは,ハ ーグ国際私法会議
が,と りわけ第二次世界大戦後の最初の二つの会議(1951年 ・1156年 の第7・
8会 期)で,そ の後の条約に影響を与えた幾つかの注 目すべき改正をもたらし
た ことである。
V.結 び
これまで考察してきたところの結論は明白である。法の統一は,そ れ自身の
ために他の視点を顧慮せずに追求されるべき絶対的な理想ではない。む しろ,
法の統一は内容的な法の改善を求める不断の努力と協力 しているかねばな らな
い。関連する法秩序が一致する場合にも,そ の法状態を統一法に採用すること
が最良の解決を提供するか,は 検討を要する。時には,ど の国の法にも原型を
もたないが,し か し共通の法的確信によって要求され る解決が協定され る場合
もあ りうる。まさに抵触法は,法 の統一が望まれ成功の見込みのある典型的に
国際的な法域においてさえも,特 定の内容的特質を持たない法の統一は何 ら法
の改善をもた らさないとい うことを示 している。 このようなことが 考 慮 さ れ
る場合にのみ,法 の統一は正義に役立つ とい う目的を達す ることができるので
あ る。Zweigertの 言葉を借 りれぽ,「正義は定義できるものではなく,何 物か
に向って常に変動するものである」。
(松久三四彦)
H.-」,バ ル テ ル ス 「異 な る 社 会 体 制 間 の 法 統 一 」(Bartels,Rechts-
vereinheitlichungzwischenunterschiedlichenGesellschafts-
ordnungen.S.S.106-123)
ここで紹介するバルテルスの論稿は,'上 記標題につ きグローバルに論ずるも
ので非常に興味あるものである。が しか し,紹 介をなす筆者に とっては,社 会
主義諸国の法については全 くの門外漢であるので,本 稿は全 くの紹介にすぎな
いことをお断 りしてお く。そ こで,以 下,バ ルテルスの論述の順序に従 って,
要約 して紹介す る。
「ヨー μ ヅパ に おけ る法 の 統 一」(1) 67
1.従 来 の成 果 の概観
最 も重要な成果は,国 際経済活動関係の法的形成(特 に,売 買法)に 関する
ものである。例えば,法 規範ではないが国連のヨーロッパ経済委員 会 に よ る
ECE一 約款において,社 会主義国家と非社会主義国家 との協力により両者の見
地か ら共通項を作 り出すことに成功 しているし,社 会主義国 もメン・ミー である
UNIDROITに ょる1964年 ハーグ条約は,東 ドイツ,チ ェコにおける国際経
済契約法において顧慮されている。さらにUNCITRALの 活動に基づき1980
年国連条約が成立 してお り,こ れに も社会主義諸国がその審議過程で種々の寄
与をなしてお り,そ の多 くは同条約に署名してい る。1)こ の分野での法統一化
へ の成果は,偶 然ではな く,実 用性考慮に基づ く。近代における経済的接触の
深 まりか らいって,法 統一化の利点は明白であるし,し か も非常に重要である
か ら,全 てのイデオロギー上の差異を架橋できる。法的革新ではな くて,全 て
の関係諸国にとって共通の経済的利害関係が法統一化をもたらしている。この
点で,法 統一達成の見込は,諸 国家が政治的 ・経済的理由又はその他の理由で
同程度に統一化に努めるか又は統一化への社会的必要性が存す るときに,非 常
に大 きいことが確認できる。では,売 買法において,所 有権構造(私 的所有権
と生産手段の社会的所有権)及 び経済制度機構(社 会的市場経済 と社会主義に
よる計画経済),さ らに,こ れか ら推論 され る形成原則(Gestaltungsmaximen)
が,売 買法の内容を制約 しないのか,こ れが実際の適用上,シ ステムの経済構
造の効率性にとって指標 とならないのか,が 問題 となる。だが,国 際的商取引
法が如実に示 しているように,異 質のシステムを調和 し,又 は,社 会主義制の
諸国に,そ のイデオロギーもしくはその社会経済的基礎の放棄を強制す ること
な く,全 ての関与国の利用ヘへ統一化することは可能である。つまり,法 統一
が国際的関係に制限されている限 り,純 粋の国内的関係を規制する国内法とは
無関係である。国際的動産売買の統一的規制は,当 該国の国内経済が私的企業
所有権原則又は国有化された経済組織め原則のいずれを基礎とするか とい う問
1)こ の他,近 時のものとして種々の海事条約(案),UNCITRALによる国際為替手形
及び国際約束手形に関する条約案,な ども想起されよう。
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題 とは,直 接の関連性を有 しない。 このように,所 有権構i造等が統一化への障
害 とな らないことを認めるが,同 時に,バ ルテルスは,異 質の経済秩序の有す
る特殊性か ら結果として生ず る問題があることも正確に指摘 している。つ まり,
海外取引の法的形成の点において,異 なる所有権構造及び秩序機構が,具 体的
な国内経済活動法ほどではないが,作 用す る。一方は 自由な処分権を有す る私
的企業であ り,他 方は作定された計画及び指標に拘束され る国有の海外取引企
業である。契約が順調に履行されるときには問題はないが,契 約違反 とい うこ
とは往 々生ずる。その場合の解決策につき,両 経済単位の構造的特殊性が表わ
れて くる。例えぽ,労 働争議からの免責である2)。さらに,事案の判決が区々と
な りうる余地があ り,一 国の生ける法が他国の生ける法と同一であるとい う保
障は存 しない。法は,特 定g)社 会的経済的背後関係か ら解放されて存在しえな
いから,両 体制におけるこの差異は法適用に影響を及ぼすことは否定 で き な
い。この点は,争 訟において,異 なる社会秩序の関係者を聴問 し,そ の体制特
有の利害関係を主張させ ることによって,減 少せ しめることができるし,共 同
作業が共通モデル合意をもって終ることな く,継 続され,か つ,法 適用にも及
ぶ ことが要請される。さらに,統 一法適用に関する重要な判例を国際的 レベル
で公刊す るとか,実 務家に よる恒常的な意見及び経験の交換をなす ことが考え
られるし,さ らに,達 成 された共通の解決が少 くとも本質的事項につき国内裁
判所によって一致 して解釈され適用 されることが要請 される。法統一のより現
実化を生み出すためには,異 なる経済 ・社会秩序の国々が参加するプロジェク
トが非常に重要性を有す る3)。
II.体 制 内で の統 一化
この点においては,西 欧諸国よりもソ連法圏内の法統一は本質的に進展 して
2)詳 細 は 。Bartelsu,Motomura,Haftungsprinzip,HaftungsbefreiungundVer.
tragsbeendingbe三minternationalenKauf,VergleichendeAnalysedeslnter.
nationalenEinheitsrechtsundnationalerSonderrechte.RabelsZ43(1979),S,
497ff,
3)こ の こ と は,例 え ば1964年 ハ ー グ条 約 の 経 験 が 示 し て い る 。 ソ 連 邦 は,批 准 を 拒 否
した が,そ の 批 判 と し て 参 加 国 が28ケ 国 に す ぎ ず,社 会 主 義 国 か ら3ケ 国,開 発 途 上
国 か ら2ケ 国 に す ぎ な い こ と を あ げ て い る 。
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いる。 これは,社 会主義諸国間のイデオ ロギー上の一致性,本 質的に近密な政
治的,経 済的及び文化的関連性,ソ 連邦の優位,法 典化を基礎 とした統一的法
体系によるといえる。
III_統 一 化 への実 際上 の限界
国際的関係の規制が国内法に放射す るか,国 内法 自体が統一の対象となるべ
きときには,法 統一が直接又は間接に社会主義諸国の国内法を把握することに
なるので,統 一化の実現は困難 となる。従来の例か らみると,社会主義諸国は,
国際的合意が社会主i義の経済翠び社会秩序 と一致せず,か つ,そ の国内法 と一
致 しない ときには,そ の参加を拒否 している。国際経済活動や商取引に関す る
分野で も,社 会主義諸国はその国内経済政策を相当に制限す るか又は中央計画
経済のシステムと一致 しないような多国間条約には参加していない。さらに,
社会主義諸国では,国 際的関係の規制についてのシスデムの必要性を認めると
きでも,こ れ らの規制は国内的関係を規制するものとは明確に分離されること
を明示 している。このことは,シ ステムの本質が異なることによって説明され
る。同様の ことは,企 業 と市民間の法関係にも妥当する。社会主義め国内民事
法は,個 々人の必要性充足の原則に基づ く4)。個々人の 利潤獲得は排除 される
か ら,国 際的商取引への条件を満たさない。 さらに,狭i義 の民事法及び家族法
のように統一化の必要性の乏 しい分野 も存する。
IV.法 統 一 に対 す る イデ オ ロギー に基 づ く反論
マルクス主義法理論によると,「ブルジ ョアジー法」は形式と内容の分 離 矛
盾でもって特色づけ られ,全 ての者にとって形式的には権利平等であることは
支配階級の労働成果搾取手段を意味し,し たが って,根 本的に,社 会主義社会
秩序の法か ら区別される。その結果,世 界的な統一化は,西 欧の形式的な法と
社会主義法とが内容及び目的設定の点で不一致であることか ら,挫 折する,と
主張される。 しか し,こ の社会主義法が有するとする独創性主張は,余 りに観
4)な お,伊 藤 ・エソデルレ「ドイツ民主共和国(東 独)の 新私法典について」民商法74
巻4号 参照。
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念論的で,現 実的考察によると事実確認できるものではない。つま り,マ ル ク
ス主義法律学は社会主義法を哲学的見地でなし,法 律学的見地で考察 している
とはいえない。詳細にみると,社 会主i義法は,イ デオロギーの優位に もかかわ
らず,秩 序理念の一般性及び原則的な実施 可 能 性,(Durchsetzbarkeit)を 示
している。これに対応 して,社 会主義諸国での支配的見解は,統 一的でシステ
ム中立的な法概念を認めている。また,市 民的一 自由主義的法律学は法の社会
的機能,経 済的 ・社会的背後関係を認識することができないとい う主張 も妥当
でない。近代の機能的法比較は,全 ての法秩序又は老の制度の個々の ものにつ
き社会的現実を探究 しているかちである。
他方,西 欧諸国側の見解である,社 会主義法はその内容の点で特殊的で根本
的に西欧法か ら区別される,と い うことも,従 来の法統一化への成果か らみて
妥当でない。既に,共 通項が少な くないこと,実 質的な目的観念の類似性か ら
法統一が可能であることは,示 されている。内容上の差異が非常に大なので統
一化を排除する部分は確かに存す るが,こ れは,む しろ両体制の特殊な事実上
の経済 ・社会構i造によると見るべきである。
さらに,世 界観が異なることも統一化を排除す るものではない。全ての法は,
程度の差はあるが,特 定の世界観の表明であり,あ る社会で決定的な ものとし
て承認 された精神的立場の表明である。 もっとも,イ デオロギー上の差異が,
具体的な法の現実において実施 されるとぎには,法 統一の障害になることは確
かである。以上のように,バ ルテルスはイデオロギーの差異が,法 統一に とり
決定的障害とな りえないことを結論づける。そ して,法 統一は,関 与者の異な
る利害関係を調整するとい う方法で具体的実際問題につき最善の解決策を発展
させるとい う理念で支持され七いる。経験が示 しているように,最 善の解決策
に関する異なる社会秩序を有する諸国間での一致が達成できるのは,な された
実際の又は考察された規制の選択を偏見のない見地から判断 し,体 制のイデオ
ロギー上の自明性及び専 ら自身の利益のみの追求か ら解放されて判断され ると
きであることを強調する。
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V.法 統 一 の可能 な領 域 の区分
では,具 体的にいかなる法分野で統一が可能か,そ の区分基準は何か。まず,
バルテルスは,ロ ェバァーの見解5)を検討す る。ロェバァーによると,体制に強
度に関連する分野(国 家中央経済計画システムにおける国営企業間の契約,社
会的経営の所有権,相 続法,公 法,国 家仲裁関係など)で は統一化は困難であ
るが,体 制中立的な分野(婚 姻及び家族法,制 限付であるが海外取引関係に関
する法,刑 統,さ らに,道 路交通法,航 空法,手 続法のように非常に技術的一
手続的な法分野など)で は,統 一法は可能,と される。 しかし,バルテルスは,
この区分はそれほど明確でな く,体 制中立的 としてあげ られているものにも,
体制に密接に関連 したものが存することを指摘している。 もっとも,社 会の現
実,社 会の 目的観念及び体制の根本思想が決 して共通の価値段階でなされてい
ない分野では,法 統一は排除され る。つまり,統 一法的解決は,統 一法で追求
される目的観念に関 して合意が存するか又は妥協 の形で達成できる場 合 に の
み,有 意となることは,肯 定する。 しか し,い かなる分野で,経 済体制の事実
上の差異,基 本的に異なるか又は対立する利益評価が,体 制を超えた法統一を
妨げるかは,具 体的個別事実においてのみ確定できることである。 目下の状況
では,個 別的探究の成果が非常に少 く,こ れにつき十分な判断をなしえない。
む しろ,バ ルテルスは,ツ バイゲル ト=プ ットファルケソ6)の提案する 区分基
準を妥当とする。つまり,社 会の組織的 レベルに関する問題分野 と個 々人の法
的地位を規定する問題分野 とに区分するものである。組織的 レベルにおいては,
事実上の経済 ・社会構造,支 配的社会的価値が相反する分野であり,そ こでは
法統一化は閉 じられている。例えぽ,憲 法,行 政法,特 に全体的計画 ・組織法
に関する国内経済法の分野,さ らに,労 働過程の組織及び労働組合の地位に関
する労働法,で ある。これに反 して,個 々人の法的地位を規定することが前面
5)Loeber,RechtsvergleichungzwischenLandernmitverschledenerWirtsch,
aftsordnung,RabelsZ26(1961)S.201ff(226),
6)Zweigertu,Puttfarken,ZurVergleichbarkeitanalogerRechtsinstitutein
versch玉edenenGesellschaftsordnungen,In:Zweigertu.Puttfarken(hrsg.),
Rechtsvergleichung.1978.S.395ff.(426f.)(未見)Q
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に出て くる分野では,そ の限 りで,異 なる法秩序間の原則が不一致 とい うこと
は存せず,統 一化が より容易である。例えば,民 事法である。 しか し,こ の一
般化には一つの制限がつ く。つまり,市 民が国家に とって経済的 ・社会的機能
の担い手であるときには,統 一的規範化の道は閉ざされている。例えぽ,個 別
労働法の多 くの分野である。そ こでは,労 働者の労働力は主要な生産要素を化
体 しているから,社 会主義国家では,そ の補充は,中 央計画経済に よる秩序シ
ステムの面から,専 ら国家に処分権が留保 され,か つ,そ うざれなければなら
ないか らである。
以上が,バ ルテルスの論稿の要約であるが,注 意すべきことは,バ ルテルス
は,体 制が異なることか ら即座に法統一化を否定するのは妥当でな い とす る
が,そ の反面,楽 観論を も戒めている。つ まり,従 来の成果か ら,民 事法又は
商取引法につき,一 体 としての包括的な統一法,つ まり,世 界法が創造 しうる
とす るのは,社 会体制に差異が存する限 り,幻 想にすぎない,と 。
このようなことか らみると,比 較法による研究,さ らに,UNCITRALの 活
動による成果,に より,体 制の差異に も拘らず,個 々の法分野での法統一の可
能性を具体的に探究することが,今 後の課題であろ う。
(石原 全)
